
| 運営費交付金債務の当期振替額の明細
平成23年度交付分

（単位：円）

区 分 金 額 内 訳

運営費交付
金収益

`

業務達成
基準によ
る振替額

資産見返運
営費交付金

`

（業務達成基準を採用した業務はありません）

資本剰余金 `

計 `

運営費交付
金収益

`

期間進行
基準によ
る振替額

資産見返運
営費交付金

`

（期間進行基準を採用した業務はありません）

資本剰余金 `

計 `

運営費交付
金収益

398¶017¶780 {費用進行基準を採用した業務：運営費交付金事業
における全ての業務

|当該業務に係る損益等
ア）損益計算書に計上した費用の額：398¶017¶780
円

資産見返運
営費交付金

917¶908¶388

（材料費： 25¶317¶376円、備品消耗品費：
151¶688¶069円、修繕費：50¶546¶631円 他）

イ）固定資産等の取得額：917¶908¶388円
（建物：41¶473¶781円、機械装置：118¶121¶850
円、工具器具備品：627¶590¶382円 他）

費用進行
基準によ
る振替額

資本剰余金 `

}運営費交付金の振替額の積算根拠

計 1¶315¶926¶168

費用発生額398¶017¶780円＋資産取得額917¶908¶388
円＝1¶315¶926¶168円

合 計 1¶315¶926¶168

平成24年度交付分
（単位：円）

区 分 金 額 内 訳

運営費交付
金収益

`

業務達成
基準によ
る振替額

資産見返運
営費交付金

`

（業務達成基準を採用した業務はありません）

資本剰余金 `

計 `

運営費交付
金収益

10¶879¶174¶884 {費用進行基準を採用した業務：運営費交付金事業
における全ての業務

|当該業務に係る損益等

ア）損 益 計 算 書 に 計 上 し た 費 用 の 額 ：
11¶581¶517¶673円

資産見返運
営費交付金

1¶136¶039¶766

（人件費： 6¶612¶254¶571円、水道光熱費：
1¶120¶568¶416円、業務委託費：536¶010¶055円
他）

イ）自己収入に係る収益計上額：702¶342¶789円

（寄附金収益：43¶505¶746円、特許権収入：
320¶619¶149円、雑益：275¶847¶762円 他）

建設仮勘定
見返運営費
交付金

7¶350¶000

ウ）固定資産等の取得額：1¶143¶389¶766円

（建物：109¶619¶974円、機械装置：176¶998¶185
円、工具器具備品：784¶019¶464円、建設仮勘
定：7¶350¶000 他）

資本剰余金 `

}運営費交付金の振替額の積算根拠

計 12¶022¶564¶650

費 用 発 生 額 11¶581¶517¶673 円 ＋ 資 産 取 得 額
1¶143¶389¶766円`収益計上額 702¶342¶789円＝
12¶022¶564¶650円

合 計 12¶022¶564¶650

費用進行
基準によ
る振替額

} 運営費交付金債務残高の明細

（単位：円）

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化の計画等

平成24年度 費用進行基
準を採用し
た業務に係
る分

988¶239¶350 １．費用進行基準を採用した業務は、運営費交付金
事業における全ての業務であります。

２．運営費交付金債務残高の発生理由の主なもの
は、中期計画で予定する業務促進のための大型研
究設備の整備及び研究環境促進のための安全管理
対策等の施設・インフラ整備にかかる費用であ
り、履行期日が翌事業年度以降の契約に係る部分
を繰り越したものであります。

３．翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高
については、翌事業年度において収益化する予定
であります。

運営費交付
金収益

`

期間進行
基準によ
る振替額

資産見返運
営費交付金

`

（期間進行基準を採用した業務はありません）

資本剰余金 `

計 `
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